第１号様式（第４関係）

番号

令和　年　月　日

青森県知事　　殿

申請者　市町村長　　

令和６年度青森県商店街を中心とした持続的活性化事業費補助金
交付申請書

令和６年度において実施する商店街を中心とした持続的活性化事業について、補助金の交付を受けたいので、青森県補助金等の交付に関する規則（昭和４５年３月青森県規則第１０号）第３条の規定により、関係書類を添えて下記のとおり申請します。

記

１　事業の目的

２　補助金交付申請額　　　　　　　　　　　　　　　円

（注）次の算式を明記すること。

補助金所要額 － 消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額 ＝ 補助金額

第２号様式（第４、第９関係）

持続的活性化事業（間接補助事業）一覧表

	街づくり参画団体
（間接補助事業者）の名称
	補助区分
（通常枠、特別枠の別）
	持続的活性化事業
（間接補助事業）に要する経費
	持続的活性化事業（間接補助事業）の内容

	
	
	　　　　　　　　　　　　　　円
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	


第３号様式（第４、第９関係）

事業計画（実績）書

１　街づくり参画団体（間接補助事業者）の概要
	名称
	

	住所
	

	代表者氏名
（役職・氏名）
	

	電話・FAX番号
（ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽ）
	

	担当者
（担当部署名）
	

	設立年月日
	

	出資者又は
組合員の数
	
	資本の額又は

出資金の額
	円


２　持続的活性化事業（間接補助事業）の概要

	事業目的
	

	事業実施場所

（市町村名、商店街名）
	

	事業実施予定時期
	

	事業概要
	

	事業実施時の連携先
又は連携想定先
	

	事業効果
	

	令和７年度以降の
実施予定事業の概要
	

	事業効果の検証等
	


（注）１　街づくり参画団体（間接補助事業者）ごとに一葉作成すること。

２　持続的活性化事業（間接補助事業）の内容（実績）が分かる図面、写真等を添付すること。
　　３　環境整備に関する事業を実施する場合は、商店街活性化プラン、中心市街地活性化基本計画等を添付すること。
３　特別枠の要件（特別枠の場合、記入すること。）
	商店街の組織基盤の強化につながる取組の概要

	〇取組名称
〇取組内容
〇実施予定日
※取組の詳細が分かる事業計画書等の書類を添付すること。


第４号様式（第４、第９関係）

収支予算書（精算書）

（単位：円）
	街づくり参画団体（間接補助事業者）名
	

	経費

区分
	内容
	持続的活性化事業（間接補助事業）に要する経費
	左の額の負担区分
	備　　考

（積算根拠）

	
	
	
	県
	市町村
	その他
	

	謝金
	　　　　　
	　　　　　
	　　　　　
	　　　　　
	　　　　　

	
	謝金
	
	
	
	
	

	旅費
	
	
	
	
	

	
	旅費
	
	
	
	
	

	事業実施に係る経費
	
	
	
	
	

	
	会議費
	
	
	
	
	

	
	会場借料
	
	
	
	
	

	
	交通費
	
	
	
	
	

	
	資料作成費
	
	
	
	
	

	
	通信運搬費
	
	
	
	
	

	
	雑役務費
	
	
	
	
	

	
	店舗等賃借料
	
	
	
	
	

	
	内装・設備・施工工事費
	
	
	
	
	

	
	景観整備費
	
	
	
	
	

	
	無体財産購入費
	
	
	
	
	

	
	ﾌﾟﾛﾊﾞｲﾀﾞ契約料・使用料
	
	
	
	
	

	
	回線使用料
	
	
	
	
	

	
	広報費
	
	
	
	
	

	
	イベント費
	
	
	
	
	

	
	借料・損料
	
	
	
	
	

	
	備品費
	
	
	
	
	

	
	消耗品費
	
	
	
	
	

	
	委託費
	
	
	
	
	

	
	印刷製本費
	
	
	
	
	

	
	光熱水費
	
	
	
	
	

	
	その他の経費
	
	
	
	
	

	　　合　　計
	
	
	
	
	


（注）街づくり参画団体（間接補助事業者）ごとに一葉作成すること。

第５号様式（第５関係）

番号

令和　年　月　日

青森県知事　　殿

補助事業者　市町村長　
令和６年度青森県商店街を中心とした持続的活性化事業変更承認申請書

令和　　年　　月　　日付け青企支第　　号で補助金の交付決定の通知を受けた令和６年度商店街を中心とした持続的活性化事業の内容について、下記のとおり変更したいので、令和６年度青森県商店街を中心とした持続的活性化事業費補助金交付要綱第５第１号の規定により、その承認を申請します。
記

１　変更の理由
２　変更の内容
（注）変更の内容は、第２号様式、第３号様式、第４号様式に準じて作成するものとし、上下二段書きで、上段に変更前の内容を括弧書きで記載すること。

第６号様式（第５関係）

番号

令和　年　月　日

青森県知事　　殿

補助事業者　市町村長　
令和６年度青森県商店街を中心とした持続的活性化事業
中止（廃止）承認申請書

令和　　年　　月　　日付け青企支第　　号で補助金の交付決定の通知を受けた令和６年度商店街を中心とした持続的活性化事業について、下記のとおり中止（廃止）したいので、令和６年度青森県商店街を中心とした持続的活性化事業費補助金交付要綱第５第２号の規定により、その承認を申請します。

記

１　中止（廃止）の理由

２　中止の期間（廃止の時期）
第７号様式（第５関係）

番号

令和　年　月　日

青森県知事　　殿

補助事業者　市町村長　　
令和６年度青森県商店街を中心とした持続的活性化事業
遅延（事故）報告書

令和　　年　　月　　日付け青企支第　　号で補助金の交付決定の通知を受けた令和６年度商店街を中心とした持続的活性化事業について、下記のとおり遅延（事故）があったので、令和６年度青森県商店街を中心とした持続的活性化事業費補助金交付要綱第５第３号の規定により、報告します。

記

１　間接補助事業者の名称
２　間接補助事業の進捗状況
３　間接補助事業に要した経費　　　　　　　　　　　円
４　遅延（事故）の内容及び原因
５　遅延（事故）に対する措置
６　間接補助事業の遂行及び完了の予定
（注）遅延（事故）の理由を立証する書類を添付すること。
第８号様式（第５、第９関係）

財　　産　　管　　理　　台　　帳
	財産の名称
	
	事業実施年度
	
	間接補助事業者名
	

	事業内容
	工期
	経費の区分
	処分制限期間
	処分の状況
	備考

	施設

区分
	施工

箇所
設置

場所
	事業量
	着工

年月日
	竣工

年月日
	総事

業費
	負担区分
	耐用

年数
	処分

制限

年月日
	承認

年月日
	処分

の

内容
	

	
	
	
	
	
	
	県
	市町村
	その他
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	円
	円
	円
	円
	
	
	
	
	

	計
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


（注）１　処分制限年月日の欄には、処分制限の終期を記入すること。

２　処分の内容の欄には、譲渡、交換、貸し付け、担保提供等別を記載すること。

３　備考の欄には、譲渡先、交換先、貸し付け、抵当権者等の名称又は補助金返還額を記入すること。

４　この様式により難い場合には、処分制限期間の欄及び処分の状況の欄を含んだ他の様式をもって財産管理台帳に替えることができる。

第９号様式（第８関係）

番号

令和　年　月　日

青森県知事　　殿

補助事業者　市町村長　

令和６年度青森県商店街を中心とした持続的活性化事業遂行状況報告書

令和　　年　　月　　日付け青企支第　　号で補助金の交付決定の通知を受けた令和６年度商店街を中心とした持続的活性化事業の遂行状況について、青森県補助金等の交付に関する規則（昭和４５年３月青森県規則第１０号）第１０条の規定により、下記のとおり報告します。
記
１　間接補助事業者の名称
２　間接補助事業の遂行状況
３　間接補助対象経費の支出状況　　　　　　　　　　　円
第１０号様式（第９関係）

番号

令和　年　月　日

青森県知事　　殿

補助事業者　市町村長　
令和６年度青森県商店街を中心とした持続的活性化事業
完了（廃止）実績報告書

令和　　年　　月　　日付け青企支第　　号で補助金の交付決定の通知を受けた令和６年度商店街を中心とした持続的活性化事業が完了（を廃止）したので、青森県補助金等の交付に関する規則第１２条の規定により、下記のとおり報告します。

記

１　事業完了（廃止）年月日　　　令和　　年　　月　　日
２　補助金交付決定額　　　　　　　　　　　　　　　　円
３　補助金受領年月日及び金額　　令和　　年　　月　　日
円

第１１号様式（第１２関係）

番号

令和　年　月　日

青森県知事　　殿

補助事業者　市町村長　
消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額報告書
令和６年度青森県商店街を中心とした持続的活性化事業費補助金交付要綱
第１２の規定により、下記のとおり報告します。
記

１　青森県補助金等の交付に関する規則第１３条に基づく確定補助金（令和　　年　　月　　日付け青企支第　　号による補助金の額の確定通知額）

　円

２　補助金の確定時における消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額

　円

３　消費税及び地方消費税額の確定に伴う補助金に係る消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額

　円

４　補助金返還相当額（３－２）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　円

（注）１　別紙として積算の内訳を添付すること。

２　課税事業者の場合であっても、単純に補助金の消費税率相当額が消費税及び地方消費税に係る仕入控除による減額等の対象額ではない。

３　補助事業の遂行に伴い課税売上が発生する場合には、消費税額及び地方消費税額から控除税額を差し引いた後の控除不足額を消費税仕入控除額とする。
